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市民部 

 

市民課 

 

 市民課は、来客が多く、サービスの特性上窓口の対応が市役所全体の評価を左右する部署で

ある。そのため戸籍、住民基本台帳の届出、登録、交付事務等を適正、迅速に処理することはもと

より、親切丁寧な対応を心掛け、ワンストップサービスに努めている。また、各支所と連携し、どの

地域の住民にも利用可能な体制をとっており、窓口開設時間の延長や、電話予約による閉庁日に

おける証明書の本庁交付も実施している。 

今年度は、100 歳以上の所在不明の戸籍や住民基本台帳の管理とそれに伴う所在不明の高齢

者の年金不正受給が問題になるなど高齢者の安否確認が取りざたされた。当市においては、100

歳以上の所在不明の戸籍が124件あり、法務省からの通知により120歳以上62件の「高齢者職権

消除」を行った。今後、これを定例事務として行い、整理していく。また、住民登録がある 100 歳以

上の高齢者については関係課と連携し安否確認を行い年金の不正受給がないことを確認した。 

今年度初めて、職員政策提案が行われ市民課が提案した日曜日の臨時窓口開庁が採択され

引越等が集中する 3月末日の日曜日に市民課を始め、6つの課で対応した。 

しかし、終日開庁したにもかかわらずその利用者は延べ16人と伸びなかったため、周知方法等

に課題を残したものとなっている。 

 

１．戸籍事務 

（１） 戸籍数    （23年 3月末現在）           32,491戸籍 

 

（２） 戸籍人口  （23年 3月末現在）            78,227人 

 

（３） 戸籍届出書受付・件数                     注：（内数）は高齢者職権消除分 

事件の種類 

届 出 支所受付分 
合計 

（法務局送付） 届出 
他市町村

から送付 
計 （点検） 

出 生 220  256 476 116 592 

認 知 8    4 12 0 12 

養 子 縁 組  9 38 47 9 56 

養 子 離 縁  16 14 30 2 32 

婚 姻 174 528 702 24 726 

離 婚 67 83 150 21 171 

死 亡 594 174 768 242 1,010 

入 籍 60 89 149 12 161 

分 籍 3 13 16 0 16 

転      籍 99 136 235 30 265 
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戸 籍 訂 正  66（内 62） 3 69（内 62） ― 69（内 62） 

不受理申出 7 7 14 3 17 

そ の 他 46 35 81 19 100 

計 1,369 1,380 2,749 478 3,227 

 

（４）戸籍処理件数  

新戸籍編製 
戸籍全部 

消除 
違反通知 戸籍の再製 

 その他（管轄局へ

の許可申請） 
計 

3 9 6  5 8 1  0  0  2  9 7 9  

 

（５）戸籍通知・送付等件数 

住基法９条２項通

知送付 

戸籍届書他市 

町村送付 

本人確認通知 

送付 

通知等による附 

票記載 
計 

2 0 5  3 6 2  1 7 5  3 , 5 1 8  4 , 2 6 0  

 

２．住民基本台帳事務 

 （１）住民基本台帳異動届件数と人口動態 

種    類 市民課 支所受付分 計 

転 入 483 224 707 

転 出 670 360 1,030 

出 生 320 ── 320 

死 亡 750 ── 750 

転 居 550 294 844 

世帯主変更  421 58 479 

世 帯 分 離  48 59 107 

世 帯 合 併  10 10 20 

世帯構成変更 1 1 2 

職 権 消 除  10 ── 10 

職 権 修 正  680 ── 680 

申 出 修 正  18 8 26 

転 出 取 消  12 4 16 

国 籍 取 得  0 ── 0 

計 3,973 1,018 4,991 

 

（２）住民基本台帳による人口動態 

   ・転入者    914人   ・転出者  1,343人     429人の社会減 

   ・出 生    327人   ・死 亡    763人      436人の自然減 

    ・転出取消等 24人   ・職権消除  10人      14人の人口増 
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・住民基本台帳人口、世帯数（H23年 3月末現在） 

人   口 

男 26,824人 

女 30,196人 

計          57,020人 

世   帯   数 22,718世帯 

 

（３）住民基本台帳カード    

発行件数 304枚     合計 1,483枚（H23年 3月末有効）    人口比：2.6％ 

 

３．証明書等交付事務                                

種類 
件   数 

金 額（円） 
有 料 無 料（公用含） 

戸籍謄抄本 11,512  2,189  5,180,400 

除籍・原戸籍謄抄本 7,515 2,493  5,636,250 

届出受理・記載事項証明 234  4  86,100 

住民票 24,004 3,375  7,201,200 

戸籍附票 1,341  2,351  402,300 

印鑑証明 20,758  125  6,227,400 

身分証明 773  533  231,900 

住民基本台帳カード 294  10  147,000 

自動車臨時運行許可証交付 844  1  633,000 

印鑑登録証再交付 350  0  350,000 

船員手帳交付（訂正含む） 29  1  55,030 

外国人登録記載事項証明 155  30  46,500 

住民基本台帳の閲覧 288  6  86,400 

計 68,097  11,118  26,283,480 

 

４．その他業務  

 種   類 件  数  

電子証明書発行 255 

埋火葬許可証の発行 773 
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合併証明書の発行 61  

印鑑登録 1,077 

身上照会回答 325  

既決犯罪通知等処理 90 

成年後見人通知処理 15 

公職選挙法通知 32 

相続税法通知書作成 776 

旅券申請・交付 2,121 

計 5,525 

 

５．外国人登録事務  

 

（1）外国人登録人口（23年 3月末現在） 18カ国    男 104人   女 248人   計 352人 

（内訳） 

地域名 登録数 地域名 登録数 

中国 103 スペイン 35 

タイ 76 韓国・朝鮮 34 

インドネシア 42 その他 62 

  

（2） 外国人登録事務件数 

新規登録 
引換・切替 

・再交付 
変更登録 

転入・転出 

・転居 
出国・死亡等 計 

91 54 348 84 112 68９ 

 

６．国民年金関係 

 

（１）第１号被保険者の状況（23年 3月末現在）                          

強    制 任    意 計 

10,135人 105人 10,240人 

 

（２）資格取得届等報告件数 

 
資格取得・

喪失関係 
免除関係 

転入・転出

関係 

年金事務所

調査報告

(MO) 

その他 総 計 

市民課 717 1,713 248 6,546 337 9,561 

支 所 401  269 94 0 166 930 

合 計 1,118 1,982 342 6,546 503 10,491 
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(3)保険料の免除状況内訳（23年 3月末現在） ＊任意加入者除く             

被保険者数＊ 法定免除 免除申請 学生納付特例 計 免除率 

10,135人 104人 1,592人 286人 1,982人 19.6％ 

 

（４）給付関係届等件数（23年 3月末現在） 

老齢 

基礎 

障害 

基礎 

遺族 

基礎 
寡婦 

死亡 

一時金 
小計 

未支給 

請求 
その他 合計 

69 35 1 0 15 120 471 539 1,130 

 

 

課税課・収税課 

 

個人市民税   調定額 現年分は、１，７７７，５０７，２７７円、滞納分は、３３７，４９１，６９３円であ 

った。 

調定額に占める割合は、均等割４．６％、所得割９５．４％で、普通徴収４２．８％、 

特別徴収５２．７％、年金特徴４．５％であった。 

収納状況は、現年分１，７１３，１７５，９４７円、滞納分８２，４０７，７８３円であった。 

 

法人市民税   調定額 現年分は、２６４，５２０，１００円、滞納分は、２４，７８２，７９２円であった。 

課税した法人数は、１，２０５社で、内訳は１号法人８３５社、２号法人１２社、３号法

人２１２社、４号法人１３社、５号法人５１社、６号法人３社、７号法人６７社、８号法人３

社、９号法人９社であった。 

収納状況は、現年分２５９，０６６，９００円、滞納分２，５１１，２４７円であった。 

 

固定資産税   調定額（純固定資産税）現年分は、３，１５２，４５７，３００円、滞納分は、 

１，２０３，３６７，７８６円であった。 

調定内訳は、土地９０４，１４３，００９円、家屋１，７０６，９０３，１３９円、償却資産 

５４１，４１１，１５２円であった。 

調定額に占める割合は、土地２８．７％、家屋５４．１％、償却資産１７．２％であっ

た。 

収納状況は、現年分２，９７８，８９７，８３３円、滞納分１２１，４２３，３１１円であった。 

国有資産等所在市町村交付金は調定額、収入額とも６６５，１００円であった。 

 

軽自動車税   調定額 現年分は、１４２，０３５，８００円、滞納分は、２９，１７４，３７２円であった。 

収納状況は、現年分１３５，２４７，０２２円、滞納分４，２９２，７６５円であった。 

調定内訳は、５０㏄以下 ７，３２７台、５１～９０㏄ ６０５台、９１～１２５㏄ ３２２台、ミ

ニカー５３台、小型特殊農耕用２７５台、小型特殊農耕用以外８９台、二輪 ４３９台、
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被牽引車 ２７台、３輪 ２台、自家用四輪乗用 １３，１４９台、自家用四輪貨物 ８，６０

６台、営業用四輪乗用 ４台、営業用四輪貨物 ７０台、二輪の小型自動車 ４７０台、

計 ３１，４３８台であった。 

 

市たばこ税     調定額、収入額とも３４５，１０６，２８７円であった。 

 

特別土地    調定額は、滞納分の２３，３１４，０４０円であったが、収入額はなかった。 

保 有 税   

 

入湯税      調定額 現年分は、１２４，８３０，６００円、滞納分は、８６４，５６９円であった。 

収納状況は、現年分１２３，５８７，２５０円、滞納分８１２，３１９円であった。 

 

市税全体    調定額は、現年分で５，８０６，４５７，３６４円、滞納分１，６１８，９９５，２５２円、総額

は国有資産等交付金６６５，１００円を含む７，４２６，１１７，７１６円となった。 

現年分の収入額は、５，５５５，０８１，２３９円で調定額に対し、９５．７％の収納率と

なり、滞納分の収入額は、２１１，４４７，４２５円で１３．１％の収納率となった。 

また、市税全体の総収入額は、５，７６７，１９３，７６４円で調定額に対して７７．７％

の収納率であった。 

 

不納欠損処分  平成２２年度は、期別件数２，４９９件、税額１３６，５６１，８０８円の不納欠損処分を 

行った。 

内訳は個人市民税４６０件、税額１４，９５６，４０９円、法人市民税２０件、税額 

１，７２９，４００円、固定資産税１，６６９件、税額１１８，５７７，４２１円、軽自動車税３５０

件、税額１，２９８，５７８円であった。 

 

広報・広聴    「税制改正」に伴う啓発は、広報、チラシ、市ＨＰ、ケーブルテレビ等を利用し随 

時行った。また、徴収関係では、納期限内納付及び滞納整理などについて広報、

ケーブルテレビによる周知を行った。 

 

租税教育の推進   

平成２３年１月２４日 片田小学校６年生（１クラス）、平成２３年１月２６日、鵜方小

学校６年生（４クラス）を対象に、課税課職員が講師となり租税教室を開催した。 

 

調 査     市民税については、国税資料、県税資料等を精査し、必要な案件については、

照会、賦課決定した。また、家屋敷課税（二種課税）についても調査、賦課決定し

た。 

固定資産税については、現地確認、確認申請資料等をもとに、２０９棟の家屋

調査を実施した。土地については、登記資料、農地転用資料等をもとに、必要に

応じ現地調査し、異動処理を行った。 

入湯税については、平成２２年１０月と１１月に抽出した３件の特別徴収義務者
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に対して書類調査を実施した。 

徴収関係では、２９，６３９件の財産調査、実態調査等を実施した。 

 

申告相談      １月２８日から２月４日までの６日間、阿児ライブラリーにおいて、住宅借入金控

除説明会及び年金受給者に対する確定申告相談会を実施した。又、２月２日から３

月１５日までの２９日間、阿児ライブラリーをメインに市内２７会場において、所得税、

住民税の申告相談計７，４２１件を受け付けた。 

 

納税相談       ７月に平成２０～２１年度の新規滞納者１，８６８人を対象に納税相談を実施し

た。 

 

滞納処分      預金（２３７件）、生命保険（６７件）など債権で４１１件、不動産差押（７１件）及び参 

加差押（３５件）の１０６件、その他出資金を含む２６件で総件数５４３件の差押を実施 

した。 

 

徴収権移管   三重県地方税管理回収機構へ５０件、本税額１４９，６３２，６５５円を移管した。 

         また、三重県へも市県民税を２９９件、本税額８７，６９２，６３９円を移管した。 

 

インターネット公売 

９回の公売（せり売り）に参加し、出展数は５３０件、見積額１２，６４０，５２１円で主 

なものは絵画、真珠、陶器が占めており、落札件数は４０２件、滞納税充当額は 

６，６４８，１３６円であった。 

 

電話催告    口座不落者や「うっかり忘れ」の方を中心に２名のオペレーターによる電話催告を

実施した。市税においては、架電対象者３，６２３人、滞納額３０８，８８１，０００円に対

し、９２．４％にあたる３，３４８名から２７６，０１５，０００円の納付が得られた。そのうち

電話催告による納付者は約５８．３％にあたる２，１１４人から１９１，１７２，０００円の納

付結果が得られた。 

          また、納付書の再発行件数が１，３１８件、口座振替申込書１６件をそれぞれ送付

対応した。 
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平成２２年度市税等徴収状況                                    

税   目 区  分  調定額（円）  収入額（円） 収納率(％) 

 

個 人 市 民 税 

  

現 年 分 1,777,507,277 1,713,175,947 96.4  

滞 納 分 337,491,693 82,407,783 24.4  

計 2,114,998,970 1,795,583,730 84.9  

 

法 人 市 民 税  

  

現 年 分 264,520,100 259,066,900 97.9  

滞 納 分 24,782,792 2,511,247 10.1  

計 289,302,892 261,578,147 90.4  

  

固 定 資 産 税 

  

現 年 分 3,152,457,300 2,978,897,833 94.5  

滞 納 分 1,203,367,786 121,423,311 10.1  

計 4,355,825,086 3,100,321,144 71.2  

国 有 資 産 等 所 在 

市 町 村 交 付 金 

現 年 分 665,100 665,100 100.0  

計 665,100 665,100 100.0  

 

軽 自 動 車 税  

  

現 年 分 142,035,800 135,247,022 95.2  

滞 納 分 29,174,372 4,292,765 14.7  

計 171,210,172 139,539,787 81.5  

市 た ば こ 税 
現 年 分 345,106,287 345,106,287 100.0  

計 345,106,287 345,106,287 100.0  

特 別 土 地 保 有 税 
滞 納 分 23,314,040 0 0  

計 23,314,040 0 0  

 

入 湯 税  

  

現 年 分 124,830,600 123,587,250 99.0  

滞 納 分 864,569 812,319 94.0  

計 125,695,169 124,399,569 99.0  

合 計 

現 年 分 5,806,457,364 5,555,081,239 95.7  

滞 納 分 1,618,995,252 211,447,425 13.1  

交 付 金 665,100 665,100 100.0  

計 7,426,117,716 5,767,193,764 77.7  

 

 

 

保険課 
 

○福祉医療費 
   全公費において、平成２０年９月から入院時の食事療養に係る標準負担額助成が廃止となっ
た。 

 
１．心身障害者医療費の助成 

心身障害者の疾病・負傷に対して、医療費の自己負担額を助成することにより、心身障
害者の保健と福祉の向上に努めた。 
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・補助対象分（一般分） 
 年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額 

標準負担 
助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人 

723 
 

円 
 75,721,629 

円 
－ 

    円 
2,675,400 

    円 
78,397,029 

21年度 
支出額 

726 77,939,183  － 2,649,200 80,588,383 

（６５歳以上分） 
 年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額 

標準負担 
助成額 支払額 

支出額 
人 

     946 
 

 円 
68,237,106 

円 
 － 

円 
68,237,106 

21年度 
支出額 

     957 71,543,279 － 71,543,279 

 
２．一人親家庭等医療費の助成 

一人親家庭等の父・母及び児童の疾病・負傷に対して、医療費の自己負担額を助成
することにより、一人親家庭等の保健と福祉の向上に努めた。 

・補助対象分 
 年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額 

標準負担 
助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人 

1,727 
円 

34,091,452 
円 

 － 
    円 

2,961,800 
    円 

37,053,252 
21年度
支出額 

   1,761 35,317,256 － 3,139,600 38,456,856 

 
３．乳幼児医療費の助成 

乳幼児の疾病・負傷に対して、医療費の自己負担額を助成することにより、乳幼児の保
健と福祉の向上に努めた。また、平成２２年４月から市単独分で小学６年生までの入院分
医療費を助成することとした。 

・補助対象分  
 年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額 

標準負担 
助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人 

2,136 
円 

53,288,564 
円 

 － 
    円 

6,817,600 
円 

60,106,164 

21年度支
出額 

2,213 52,263,807 － 6,577,800 58,841,607 

 ・市単独分 

   対象者数 18人 

   自己負担助成額 1,086,482円 

 


